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国際医療福祉大学三田病院
2012年

DPC病院ジェネリック医薬品指数
７０％以上



国家戦略特区「国際医療学園都市構想」

2017年4月医学部開講



国際医療福祉大学医学部
2017年4月開校



2020年 国際医療福祉大学
成田病院を新設予定
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パート１
2040年問題とは？

2018年6月6日 社会保障審議会医療部会



2040年に何が起きるか？

2025年との比較をしてみよう
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2040年
2025年万人



団塊ジュニアが65歳以上
2040年

2025年
2040年

75歳以上

65歳以上



2025年

2040年人口1.2億人
高齢化率30％ 人口1.1億人

高齢化率35％



・・・2040年

・・・2035年

・・・2030年

・・・2025年

・・・2020年

・・・2015年

・・・2010年

地域により
医療需要ピークの時期
が大きく異なる

出典：社会保障制度国民会議資料 （平成25年4月19日第9回
資料3－3 国際医療福祉大学高橋教授提出資料）

高齢化のピーク・医療需要総量のピーク

12

中医協 総－２参考

２８.１２.１４より

2040年に高齢化のピークを
迎えるのは首都圏を始めと
した大都市圏



GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



対GDP比はドイツに近く、世界に
類を見ない水準というわけではな
い

• 2018年6月6日、社会保
障審議会医療部会

• 「社会保障給付費が対
GDP対比が24％という
水準は今のドイツに近
く、フランスではもっ
と高い、世界に類を見
ない水準というわけで
はない」
• 伊原和人厚労省大臣官
房審議官（医療介護担
当）
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伊原和人氏
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問題は人口減
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1700万
人減



823万人
930万人

1070万人



2040年問題とは？
カネは何とかなるかもしれないが、

人が足りなくなるのが問題の本質





パート２
地域医療連携推進法人







2013年12月











「地域医療連携推進法人連絡会議」

2019年1月25日



地域医療連携推進法人
都道府県 地域医用連携推進法人 認定日

１ 山形県 日本海ヘルスケアネット 2018年4月1日

２ 福島県 医療戦略研究所 2018年4月1日

３ 栃木県 日光ヘルスケアネット 2019年4月1日

４ 千葉県 房総メディカルアライアンス 2018年12月1日

５ 神奈川県 さがみメディカルパートナーズ 2019年4月1日

６ 愛知県 尾三会 2017年4月2日

７ 滋賀県 滋賀高島 2019年4月1日

８ 大阪府 北河内メディカルネットワーク 2019年6月1日

９ 大阪府 弘道会ヘルスケアネットワーク 2019年6月12日

10 兵庫県 はりま姫路総合医療センター整備推
進機構

2017年4月3日

11 島根県 江津メディカルネットワーク 2019年6月1日

12 広島 備北メディカルネットワーク 2019年6月1日

13 鹿児島県 アンマ 2017年4月2日



地域医療連携推進法人 日本海ヘルスケアネット
2018年1月







地域フォー
ミュラリを計

画



ちょうかいネット



ちょうかいネット登録医療機関

• ◆医療情報開示病院
地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構 日本海総
合病院
医療法人健友会 本間病院
鶴岡市立荘内病院
鶴岡地区医師会（Net4U）
医療法人徳洲会 庄内余目病院
やまがた健康推進機構 庄内検診センター（酒田市、
遊佐町、庄内町国保）
山形県立中央病院

◆医療情報閲覧施設
インターネット回線のある医療機関であれば登録でき
ます。今後拡大していく予定です。登録医療機関につ
いては「参加施設」のページで最新の状況がご覧いた
だけます。



日光ヘルスケアネット
2019年4月



栃木県日光市に日光ヘルスケアネット
地域医療連携法人 2019年４月設立へ

• 日光市と同市内の医療機関が連携し、安定した医療体制の確保を
目指す「地域医療連携推進法人」について同市は4月12日、市内
の１１団体が３月末までに一般社団法人を設立し、福田富一（ふ
くだとみかず）知事に地域医療連携推進法人の認定申請を行うこ
とを明らかにした。４月１日の設立を目指す。全国では７県で例
があり、本県では初めての設立になる。

• 同市議会議員全員協議会で明らかにした。2018年１月以降、日
光市内の７医療法人（８病院）は県が行う「日光地域の医療連携
に関する勉強会」に参加してきた。今月の勉強会で、さらに３診
療所が最終的な参加の意思を示した。

• 同市を加えた１１団体が３月末までに一般社団法人を設立し、
その法人が知事に認定を申請する。市は設立後も市内の医療機関
に参加を呼び掛ける。

• 下野新聞 2019年2月13日

•











尾三会 地域連携推進法人

• 湯澤氏は、「高度急性期病院から回
復期の病医院、慢性期の病院、在宅
までの患者さんの流れを、この地区
に特化した形で構築することが法人
設立の第一義」と語る

• 同院は、診療の大きな柱に「がん治
療」を掲げ、大学病院に希少な緩和
ケア病棟を備えるが、その運用に関
しては、常時、在宅の状況まで把握
できる関係が地域との間に築かれて
いる。

• 「それを一般的な疾患にまで広げ、
在宅までシームレスに追うことので
きる仲間ができたということです」
（湯澤氏）

• 一方、「目にみえるメリット」とし
て、医療・介護従事者等の相互派遣、
勉強会や研修業務の共同実施、医薬
品の共同購入等による、人材供給の
安定化や医療・介護の均質化、経営
の効率化などを挙げる

藤田保健衛生大学病院
湯澤由紀夫 病院長



尾三会 地域連携推進法人





広島県の中山間
地域の医師不足

解消が
法人設立の動機





備北メディカルネットワーク







2040年
地方は地域連携推進法人

だらけ・・・
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地域医療連携推進法人と
医療情報ネットワーク

•日本海ヘルスケアネット
• 医療情報ネットワーク（ちょうかいネット）

•房総メディカルアライアンス
• 亀田総合病院の地域連携ネットワーク、遠隔医療

•医療戦略研究所
• 電子カルテ情報の共有化(予定）

•日光ヘルスケアネット
• 電子カルテ情報の共有化(予定）



パート３
地域医療情報ネットワーク



医療IT掛け声倒れ、
診療データ共有、登録1％以下
（日経電子版2019年3月14日）



日本経済新聞調査（2019年）

•日本経済新聞は「地域医療介護総合確保基金」
などの補助金を受けた地域医療情報ネットワー
ク、全国211カ所について調査

•北海道44、大阪23、東京17

• 2009年～17年の補助金額は532億円

•地域医療情報ネットワークの登録患者数はわず
か137.2万人、全国人口の１％
• 入院131 万9 千人、外来723 万8 千人（2014年）を分
母にすれば16％



東京医科歯科大学名誉教授田中博氏



（2004年）
第１世代（2001～2004年）



日本医師会 石川広己氏



（2010年）

日本医師会 石川広己氏

第２世代（2004～2011年）



（2010年）

日本医師会 石川広己氏

第２世代の反省





第１世代 第２世代

第３世代

第３世代（2012年～）

20年
全国234カ所



稼働は154カ所

（2012年度調査）

第３世代（2012年～



ICTを利用した全国地域医療連携の概況
（日医総研2017年度）

•全国348カ所を対象に、2018年1月に調査

• 270カ所から回答（回答率77.6％）
• 2012年度154カ所から今回、継続が確認されたのは

91カ所（60％）、63カ所が消失した。

• 2012年度のシステム構築費の平均は1.24億円、「粗
い計算だが、63カ所の構築費合計78.5億円の地域医
療連携システムが消えたということになる」（日総
研関係者）

• 将来のシステム更新については59％が「未定」と回
答、「費用を工面するのに苦慮している様子がうか
がえる」（日総研関係者）

第1世代、第２世
代、第3世代とも
成功には至らず



生き残った
地域医療情報ネットワー

クの現状









地域医療IT化の実際と問題点

• 2000年の経済産業省
の「先進的情報技術
活用型医療機関等
ネットワーク化推進
事業（電子カルテの
共有モデル事業）」
では全国26カ所に総
予算56億円を投入し
たが、すでにその多
くは休止している
（2006年8月、読売新
聞） 長崎大学医学部・歯学部付属病院医療情報部

松本武浩氏



失敗の原因

• ①地域医療現場での診療
ニーズが反映されていない
• 中核病院中心の企画で、開
業医の視点が反映されてい
ない

• ②1地域１電子カルテを前
提とし、診療所側からも診
療情報を提供する双方向通
信にこだわるあまり、診療
所側の負担となった。

• ③参加コスト並びに運営コ
ストが高い

6月23日、ラジオNIKKEI

ドクターサロンで松本先生と対談



あじさいネット



あじさいネットで留意した点

•ニーズ調査
• 医師会側から閲覧希望があったのは、検査結果、画
像所見、医薬品

• 双方向通信は必要なく閲覧のみ希望

•インターネットVPNで経費を抑えた
• 診療所側で初期費用は暗号化装置6.6万円、ウイル
ス対策費3000円、月額使用料2000円

•在宅医療で、多職種連携ネットワークを実現



今日のまとめ

・2040年、金は何とかなるが人がどうにもならない。

・2040年、患者減、働き手減の地方は
地域連携推進法人だらけ・・・

・地域連携推進法人には、
医療情報ネットワークが欠かせない

・医療情報ネットワークは多職種連携で！

・



医療と介護のクロスロード
to 2025

•2月20日緊急出版！
• 2018年同時改定の「十字
路」から2025年へと続く
「道」を示す！

•医学通信社から

2018年2月出版予定

本体価格 1,500円＋税



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
mutoma@iuhw.ac.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェース
ブックで
「お友達募
集」をして
います

PTXX-170623-001

http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

